
36

　

財
政
状
況
を
分
析
す
る
モ
ノ

サ
シ
の
一
つ
に「
経
常
収
支
比
率
」

が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、“
毎
年

経
常
的
に
入
る
お
金
”に
対
し
て
、

“
毎
年
固
定
的
に
出
て
い
く
お
金
”

の
占
め
る
割
合
の
こ
と
。
家
計
に

例
え
る
と
、
毎
月
の
給
料
・
収
入

に
対
し
て
、
生
活
費
な
ど
毎
月
必

要
な
支
払
い
が
占
め
る
割
合
と

い
え
ま
す
。
こ
の
割
合
が
高
い
ほ

ど
臨
時
的
な
支
出
に
お
金
を
回

す
余
裕
が
な
く
な
り
ま
す
。
逆
に

割
合
が
低
い
ほ
ど
、
自
由
に
使
え

る
お
金
や
貯
金
に
回
す
お
金
の

余
裕
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
す
。

　

つ
ま
り
こ
の
経
常
収
支
比
率

の
数
値
が
低
い
ほ
ど
、
財
政
は
健

全
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
そ

れ
で
は
、
比
率
の
推
移
な
ど
か
ら

市
の
状
況
を
み
て
み
ま
し
ょ
う
。

　

平
成
21
年
度
は
92
・
４
㌫
（
図

１
）。
こ
の
と
き
自
由
に
使
え
る

お
金
は
、
収
入
の
わ
ず
か
７・６

㌫
で
し
た
。
22
年
度
に
は
90
㌫
を

き
り
、
25
年
度
に
は
87
・
９
㌫

（㌫）

89.4
90.9

92.4

88.3

小林市と県内９市平均の「経常収支比率」の推移

※平成 21 年度は小林市（小林地区、須木地区）、旧野尻町を合算した数値。　　※ 県内９市平均の平成 26 年度は暫定値。
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決算から読む。小林市の家計簿　事情

財
政
事
情
の
モ
ノ
サ
シ

「
経
常
収
支
比
率
」
と
は

税
収
増
も
地
方
交
付
税
の

減
少
な
ど
で
比
率
悪
化

　

地
方
債
は
市
が
行
う
長
期
借
り

入
れ
、つ
ま
り
借
金
で
す
。
市
は
、

返
済
分
が
地
方
交
付
税
で
戻
っ
て

く
る
も
の
を
優
先
し
、
財
政
負
担

の
軽
減
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

平
成
26
年
度
決
算
は
平
成
21
年

度
と
比
較
す
る
と
、
約
23
億
円
減

少
し
、
残
高
は
約
２
７
８
億
円
と

な
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
平
成
25

年
度
と
比
較
す
る
と
、
約
６
億
円

増
加
。
こ
れ
は
、
東
方
学
校
給
食

セ
ン
タ
ー
建
設
な
ど
の
大
型
事
業

に
よ
る
も
の
で
す
。
今
後
も
引
き

続
き
、
地
方
債
の
借
入
残
高
を
減

ら
す
努
力
を
し
て
い
き
ま
す
。

単位（億円）
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８
５
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地
方
債
残
高
の
推
移

小
林
市
の
借
金

小林市の平成 26 年度の決算がまとまりました。どういったところからどのくらい収入があり、なににどのくらい使われたのか。
そして、小林市の財政状況はどうなっているのか。歳入歳出などの決算額やさまざまな比率などとともにお知らせします。（●問：財政課℡ 23‐1114）
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小林市の財政を家計に例えると

ま
で
改
善
し
ま
し
た
が
、
26
年
度

は
90
・
９
㌫
と
な
り
ま
し
た
。
こ

れ
は
、
歳
入
で
市
税
が
増
加
し
た

も
の
の
、地
方
交
付
税
は
減
少
し
、

歳
出
で
は
扶
助
費
が
増
加
し
た

こ
と
が
大
き
な
要
因
で
す
。

　

こ
こ
数
年
は
改
善
傾
向
に
あ

り
ま
す
が
、
一
時
的
な
要
素
が

強
く
、
歳
入
の
多
く
を
国
や
県

か
ら
の
交
付
金
や
補
助
金
な
ど

に
頼
っ
て
い
る
部
分
が
多
い
た

め
決
し
て
楽
観
は
で
き
ま
せ
ん
。

住
民
サ
ー
ビ
ス
が
低
下
す
る
こ

と
が
な
い
よ
う
に
、
限
ら
れ
た
予

算
で
大
き
な
効
果
を
上
げ
る
こ

と
が
必
要
で
す
。
今
後
も
健
全
化

に
向
け
た
取
り
組
み
を
進
め
て

い
き
ま
す
。

　利用目的を限定している基金。目
的外の分野には使えません。

財政にまつわる
用語解説

もっと “財政” を理解する

地方交付税

地方債

財調（財政調整基金）

特目（特定目的基金）

減債（減債基金）

　地域による経済格差を埋めるため
に国が地方に配分するお金。普通交
付税と特別交付税があり、どちらも
使用に制限はありません。

　借金のこと。今税金を払っている
人だけではなく、将来利用する人に
も負担してもらおうという考え方に
基いています。一般財源が少なくて
も、大きな事業に着手することがで
きます。

　災害復旧など臨時または異常の財
政需要の財源に充てるための基金。

　地方債の償還に必要な財源を確保
するための基金。

図２

　

基
金
は
家
計
に
例
え
れ
ば
貯
金

に
あ
た
り
ま
す
。
そ
れ
ぞ
れ
の
目

的
の
た
め
に
積
み
立
て
ら
れ
た
基

金
総
額
は
約
73
億
円
。そ
の
う
ち
、

財
源
が
不
足
す
る
事
態
な
ど
に
備

え
て
積
み
立
て
ら
れ
、
使
い
道
に

特
段
制
限
が
な
い
「
財
政
調
整
基

金
」
は
約
18
億
円
あ
り
ま
す
。
ま

た
、
社
会
福
祉
や
保
健
・
医
療
の

充
実
、
地
域
基
盤
整
備
、
産
業
・

教
育
・
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興

の
た
め
な
ど
の
特
定
目
的
基
金
は

約
47
億
円
。
今
後
も
そ
れ
ぞ
れ
の

目
的
に
応
じ
、
確
実
か
つ
効
率
的

に
運
用
し
、
安
定
し
た
財
政
運
営

を
心
掛
け
て
い
き
ま
す
。

単位（億円）
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減債 財調 特目

約
69
億
円

約
79
億
円

約
64
億
円

約
43
億
円

約
52
億
円

収入

支出

・市税
・地方交付税

・月収（給料など）
・親からの仕送り

・人件費（職員の給与など）
・扶助費（社会保障など）
・公債費（借金を返済するお金）
・物件費（維持管理費など）

・食費
・医療費など
・ローン返済など
・光熱費・家賃

市の財政 家計

基
金
残
高
の
推
移

小
林
市
の
貯
金

約
73
億
円

（年度）（年度）
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単位（千円）
会　計　名 歳　入 歳　出 差　引

一般会計 28,250,906 27,252,563 998,343

特　

別　

会　

計

簡易水道事業 796,358 773,658 22,700
食肉センター事業 56,491 56,491 0
国民健康保険事業 7,850,020 7,652,288 197,732
物品購入 560,834 560,834 0
農業集落排水事業 202,979 200,331 2,648
下水道事業 897,374 883,106 14,268
西諸地域介護認定審査事業 35,473 28,573 6,900
介護保険事業 5,315,907 5,286,420 29,487
後期高齢者医療事業 1,243,453 1,240,942 2,511
宅地分譲事業 137 137 0
西諸地区いじめ問題対策専門家委員会 180 149 31

企業
会計

水道事業 464,706 532,091 △ 67,385
病院事業 2,358,335 2,771,815 △ 413,480

　

市
独
自
の
収
入（
自
主
財
源
）

と
、
市
以
外
に
頼
っ
て
い
る
収

入
（
依
存
財
源
）
が
あ
り
ま
す
。

　

主
に
税
金
の
こ
と
を
い
い
ま

す
。
税
金
に
は
国
税
、
県
税
、

市
税
と
あ
り
、
市
に
入
っ
て
く

る
の
は
市
税
で
す
。
市
税
は
、

市
民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自

歳
入
の
状
況 平成 26年度の決算

平成 26 年度の決算まとまり、歳入決算額は 282 億 5,091 万円、
歳出決算額は 272 億 5,256 万円となりました。

小林市の家計簿事情
「
自
主
財
源
」
約
90
億
円

動
車
税
、
市
た
ば
こ
税
、
入
湯

税
な
ど
。平
成
26
年
度
の
場
合
、

市
の
自
主
財
源
は
約
90
億
円
で

全
体
の
31
・
９
㌫
で
し
た
。

　

地
方
交
付
税
や
、
国
や
県
か

ら
の
補
助
金
、地
方
債
（
借
金
）

な
ど
が
あ
り
ま
す
。
平
成
26
年

度
は
、地
方
債
な
ど
が
増
加
し
、

約
１
９
２
億
円
で
全
体
の
68
・

1
㌫
と
高
い
依
存
率
と
な
っ
て

い
ま
す
。
依
存
率
が
高
い
と
、

予
定
し
て
い
た
事
業
が
国
や
県

の
都
合
で
で
き
な
く
な
っ
た

り
、
市
独
自
の
事
業
を
自
由
に

行
え
な
か
っ
た
り
し
ま
す
。
自

主
財
源
の
確
保
が
大
き
な
課
題

で
す
。

　

市
の
支
出
は
大
き
く
「
義
務

的
経
費
」、「
投
資
的
経
費
」、「
そ

の
他
の
経
費
」
の
３
つ
に
分
類

さ
れ
ま
す
。

　

毎
年
必
ず
支
払
わ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
人
件
費
や
扶
助
費
、

公
債
費（
借
金
の
返
済
）と
い
っ

歳
出
の
状
況

義
務
的
経
費
（
前
年
度
比

プ
ラ
ス
３
・
１
㌫
）

「
依
存
財
源
」
約
１
９
２
億

●市税：市民税、固定資産税など
●地方交付税：所得税、法人税、消費税などの国税収入　　　
　　　　　　　の一部を国が交付
●市債（地方債）：公共施設の整備のためなどに借入
●国・県支出金：国・県が交付
●その他：貸付金の返済などの諸収入、基金からの繰入金など

決算状況
会計別に見る

歳 入
平成26年度は 282 億 5,091 万円

歳入の分類

46 億 2,440 万円
16.4 ㌫

104 億 5,729 万円
37.0 ㌫

53 億 4,749 万円
18.9 ㌫

34 億 4,958 万円
12.2 ㌫

43 億 7,215 万円
15.5 ㌫

市税

地方交付税など

市債（地方債）

その他

国・県支出金など
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た
、
支
出
が
義
務
付
け
ら
れ
て

い
て
削
減
す
る
こ
と
が
難
し
い

も
の
の
こ
と
で
す
。
平
成
26
年

度
は
、
市
債
償
還
利
子
が
減
と

な
り
、
公
債
費
は
減
少
。
し
か

し
、
非
常
勤
小
学
校
講
師
へ
の

報
酬
や
臨
時
福
祉
給
付
金
な
ど

人
件
費
と
扶
助
費
は
増
加
し
ま

し
た
。
そ
の
た
め
、
義
務
的
経

費
全
体
は
増
加
し
ま
し
た
。

　

生
活
を
便
利
に
す
る
道
路
や

施
設
の
建
設
を
行
う
た
め
の
も

の
で
、
普
通
建
設
事
業
費
や
災

害
復
旧
事
業
費
が
こ
れ
に
あ
た

り
ま
す
。
平
成
26
年
度
は
、
東

方
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
建
設
や

南
小
改
築
な
ど
で
普
通
建
設
事

業
費
が
増
加
。
ま
た
、
災
害
発

生
件
数
が
前
年
度
よ
り
増
加
し

た
た
め
、
災
害
復
旧
事
業
費
は

増
え
、
投
資
的
経
費
全
体
は
増

加
し
ま
し
た
。

　

平
成
26
年
度
は
、
看
護
医
療

専
門
学
校
へ
の
補
助
金
や
中
心

市
街
地
活
性
化
基
本
計
画
策
定

業
務
委
託
料
な
ど
に
よ
り
補
助

費
や
物
件
費
が
増
加
。し
か
し
、

国
の
経
済
対
策
交
付
金
の
基
金

積
み
立
て
な
ど
が
減
少
し
、
全

体
額
は
減
少
し
て
い
ま
す
。

区分 歳入総額 歳出総額 歳入歳出
差引額

H26 28,250,906 27,252,563 998,343
H25 25,755,335 24,897,856 857,479

増　減　額 2,495,571 2,354,707 140,864
増　減　率 9.7 9.5 16.4

Ｈ 25 Ｈ 26 早期健全化基準
― ― 12.8

単位（千円、㌫）

　歳入総額は 282 億 5,091 万円で前年度比プラス 9.7
㌫、歳出総額は 272 億 5,256 万円で前年度比プラス 9.5
㌫となり、決算額全体が増加しています。歳入から歳出を
差し引いた額は 9 億 9,834 万円となり、前年度比プラ
ス 16.4 ㌫でした。

（単位 : ㌫）

　平成 26 年度決算は、将来負担比
率が上がったものの、どの比率も早
期健全化基準内であるため、健全化
に向けた取り組みが進められている
と判断できます。

投
資
的
経
費
（
前
年
度
比

プ
ラ
ス
72
・
８
㌫
）

そ
の
他
の
経
費
（
前
年
度

比
マ
イ
ナ
ス
２
・
０
㌫
）

●人件費：職員給与や議員報酬など
●扶助費：生活保護、児童手当や高齢者・乳幼児の
　　　　　医療費
●公債費：市がこれまで借り入れた地方債の返済金
●物件費：委託料、消耗品費、通信運搬費
●補助費等：各種団体への補助金、負担金
●普通建設事業費：公共施設の建設費

健全化判断比率を
読み解く

健全化が進められています

収支の前年度比較（一般会計）
歳入と歳出の差引

歳 出
平成26年度は 272 億 5,256 万円

歳出の分類

実質赤字比率
一般会計の赤字から財政運営の深刻
度を見る比率

Ｈ 25 Ｈ 26 早期健全化基準
― ― 17.8

連結実質赤字比率
全ての会計の赤字から財政運営の深
刻度を見る比率

Ｈ 25 Ｈ 26 早期健全化基準
11.4 10.9 25.0

実質公債費比率
借金の返済額などの大きさから資金
繰りの危険度を見る比率

（単位 : ㌫）

（単位 : ㌫）

（単位 : ㌫）

Ｈ 25 Ｈ 26 早期健全化基準
79.4 97.2 350.0

将来負担比率
市が抱える負債の残高から将来の財
政への圧迫度をみる比率

（単位 : ㌫）

51 億 8,954 万円
19.0 ㌫

31 億 7,719 万円
11.7 ㌫

52 億 2,979 万円
19.2 ㌫

28 億 6,314 万円
10.5 ㌫

25 億 9,763 万円
9.5 ㌫

17 億 1,663 万円
6.3 ㌫

28 億 4,952 万 円
10.5 ㌫ 36 億 2,912 万円

13.3 ㌫

人件費

扶助費

公債費

繰出金

物件費・維持補修費

普通建設・災害復旧事業費

積立金・貸付金

補助費など


